
令和元年度
　

菊川市一般会計補正予算（第１号）　説明資料

静　岡　県　菊　川　市





歳入 （単位：千円）

款 項 目 節 節名称
予算
書頁

所属
名称

補正前
予算額
(a)

今　回
補正額
(b)

補正後
予算額
(a+b)

説　　　　　　　　明

14 1 7 1 ため池使用料 9 農林課 0 1,399 1,399 　稲荷部池への太陽光発電施設の設置に伴う占用料

15 1 1 10 介護保険推進費負担金 9 長介課 1,491 5,133 6,624 　低所得者保険料軽減実施に伴う国負担金の増額

15 2 2 14
プレミアム付商品券事
業補助金 9 福祉課 56,054 9,419 65,473

　対象となる子育て世帯が拡大されたことによる対象者の増等に伴う国
庫支出金の増額

15 2 4 1 道路橋梁費補助金 9 建設課 221,241 85,187 306,428   国庫補助額の内定による増額

16 1 1 10 介護保険推進費負担金 9 長介課 745 2,566 3,311 　低所得者保険料軽減実施に伴う県負担金の増額

16 2 2 6 児童福祉費補助金 10 こ政課 55,971 6,368 62,339
　令和元年10月以降の幼児教育・保育の無償化に伴い、幼児教育無償化
実施円滑化事業及び幼児教育無償化システム改修等事業に係る経費に対
する補助金の増額

16 2 8 1
地震対策特別推進費補
助金 10 危管課 20,204 8,467 28,671

　県交付金の制度変更に伴う補助額の変更に伴う減額及び、県審査会事
業が継続となった事に伴う増額

17 2 1 1 土地売払代金 10 財政課 37,610 62,734 100,344 　河川防災ステーション用地売却処分面積及び処分価格確定による増額

19 2 1 1 財政調整基金繰入金 10 財政課 453,465 ▲ 1,362 452,103
　今回の補正により生じた財源余剰額の一部（端数分）を財政調整基金
からの取り崩しの減額で対応

21 4 2 1 農林受託事業収入 11 農林課 794 122 916 　農業者年金事務事務費の確定に伴う増額

21 5 2 1 総務費雑入 11 財政課 9,434 12,042 21,476
・河川防災ステーション用地売却に伴う工作物移設補償金額確定による
工作物補償金の増額
・共済加入施設罹災による公有建物災害共済金の増額

21 5 2 1 総務費雑入 11 秘広課 1,340 500 1,840 　市町フレンドシップ推進事業費助成金決定に伴う増額

21 5 2 7 消防費雑入 11 消本部 17,012 24 17,036 　消防団員の公務災害発生に伴う損害補償費

－ 1 －



－ 2 －

歳入 （単位：千円）

款 項 目 節 節名称
予算
書頁

所属
名称

補正前
予算額
(a)

今　回
補正額
(b)

補正後
予算額
(a+b)

説　　　　　　　　明

21 5 2 7 消防費雑入 11 危管課 3,105 ▲ 499 2,606 　県交付金の制度変更に伴う減額

22 1 2 2 道路橋梁整備事業債 11 建設課 130,200 73,800 204,000
　国庫補助額の内定による事業費の増額及び、三沢橋の耐震・補修工事
について、防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債に振り替えたことに
よる起債の増額

19,405,000 265,900 19,670,900歳 入 合 計



歳出 （単位：千円）

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

所属
名称

補正前
予算額
（a）

今  回
補正額
（b）

補正後
予算額
（a+b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

2 1 1 102004 ＯＡ化推進費 13 秘広課 114,998 500 115,498 　別紙 1

2 1 3 102025 まちづくり基金費 13 財政課 84 54,722 54,806 　別紙 2

2 1 5 102041 旧小笠支所整備事業費 13 小市課 0 8,013 8,013 　別紙 3

3 1 1 103091 プレミアム付商品券事業費 13 福祉課 56,054 9,419 65,473 　別紙 4

3 1 2 103026 障害者支援事業費 14 福祉課 99,460 0 99,460 　別紙 6

3 1 6 103040 介護保険推進費 14 長介課 504,789 10,275 515,064 　別紙 7

3 2 1 103864
児童福祉総務費（こども政
策課） 14 こ政課 8,173 6,370 14,543

　令和元年10月以降の幼児教育・保育の無償化に伴う諸
事務費及びシステム改修委託料の増額 ・

4 1 1 104001 医療救護費 15 健づ課 856 0 856 　県交付金の制度変更に伴う財源組替 ・

4 1 9 104854
環境衛生総務費（環境推進
課） 15 環推課 8,812 0 8,812 　県交付金の制度変更に伴う財源組替 ・

6 1 1 106003 農業者年金事務費 15 農林課 799 122 921 　農業者年金業務受託費の確定に伴う増額 ・

6 1 3 106011 後継者育成推進費 15 農林課 205,812 16,880 222,692 　別紙 8

6 1 3 106852 農業振興総務費（農林課） 15 農林課 587 ▲ 122 465 　農業者年金業務受託費の確定に伴う減額 ・

6 2 2 106026 土地改良補助事業費 15 農林課 60,431 166 60,597 　別紙 9

6 2 3 106031 農村公園管理費 15 農林課 1,800 815 2,615
　河川防災ステーション建設に伴う敷地内の樹木処分に
よる増額 ・

－ 3 －



－ 4 －

歳出 （単位：千円）

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

所属
名称

補正前
予算額
（a）

今  回
補正額
（b）

補正後
予算額
（a+b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

6 3 3 106040 森林整備費 16 農林課 0 2,947 2,947 　別紙 10

8 2 2 108054
社会資本整備総合交付金事
業道路橋梁長寿命化 16 建設課 368,569 152,366 520,935 　別紙 11

9 1 1 109032 消防救助活動事業費 16 消本部 2,746 0 2,746 　別紙 12

9 1 2 109007 消防団運営費 16 消本部 36,630 28 36,658 　別紙 13

9 1 2 109009 消防団資機材整備費 16 消本部 7,656 0 7,656 　県交付金の制度変更に伴う財源組替 ・

9 1 3 109014 消防自動車等整備事業費 17 消本部 55,418 0 55,418 　別紙 14

9 1 4 109016 水防団活動費 17 危管課 1,702 0 1,702 　県交付金の制度変更に伴う財源組替 ・

9 1 4 109018 水防施設整備事業費 17 危管課 855 3,306 4,161 　別紙 15

9 1 5 109021 防災施設等管理費 17 危管課 17,560 0 17,560 　県交付金の制度変更に伴う財源組替 ・

9 1 5 109023 地震防災対策推進費 17 危管課 4,753 0 4,753 　別紙 16

9 1 5 109024
大規模地震対策等総合支援
事業費 17 危管課 34,629 0 34,629 　別紙 17

9 1 5 109040 防災啓発事業費 17 危管課 925 0 925 　別紙 18

9 1 5 109041 防災施設等整備事業費 17 危管課 5,443 0 5,443 　別紙 19

10 2 1 110030
県費補助小学校施設整備事
業費 17 教総課 4,250 0 4,250 　別紙 20



歳出 （単位：千円）

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

所属
名称

補正前
予算額
（a）

今  回
補正額
（b）

補正後
予算額
（a+b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

10 2 2 110157
総合戦略・ICT教育推進事
業費（小学校費） 17 教総課 1,695 93 1,788 　別紙 21

10 3 1 110057
県費補助中学校施設整備事
業費 17 教総課 1,850 0 1,850 　別紙 22

19,405,000 265,900 19,670,900

※担当課の省略表記は以下のとおり

秘広課 ･･･　秘書広報課 こ政課 ･･･　こども政策課

危管課 ･･･　危機管理課 教総課 ･･･　教育総務課

環推課 ･･･　環境推進課 社教課 ･･･　社会教育課

小市課 ･･･　小笠市民課 消本部 ･･･　消防本部

長介課 ･･･　長寿介護課

健づ課 ･･･　健康づくり課

歳 出 合 計

－ 5 －





令和元年度

菊川市一般会計補正予算（第１号）

説明資料

別紙　主要事業説明書

静岡県　菊川市





補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

2 款 1 項 1 目

【補正理由】

【補正概要等】

ICT先進地視察業務委託料　500千円

5

秘書広報課 新規事業

予算書
ページ

13 所管部局
総務部 重点事業

予算 総務費 総務管理費 一般管理費

事業 102004 ＯＡ化推進費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

500 千円 114,998 千円 115,498 千円　／ 0.4%

112,607

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 2,391

112,607

今回補正額 500 0

補正後 2,391 0 0 500

 

 

 

目

的

　市の電算業務が安定かつ円滑に行えるよう、機器や通信ネットワークを適正に管理する。
また、国の情報化施策に対応するため、各種システムの改修や機器の更新を実施する。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　県市町村振興協会が実施する市町フレンドシップ推進事業を活用し、共同研究を実施してい
る４市１町で先進地を視察するため。

　市町フレンドシップ推進事業費助成金を活用し、オープンデータの利活用やICT機器の
導入について共同研究している菊川市、掛川市、袋井市、御前崎市及び森町で構成する４
市１町で電子申請やAI技術活用等の先進地を視察する。

主
な
補
正
財
源

諸収入 県市町村振興協会研修助成金 500 千円

総合計画 基本目標
まちづくりに市民と行政が共に
取り組むまち 政策 5-4

未来に向かって行財政機能を
高めるまちづくり

－1－



補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

2 款 1 項 3 目

5
未来に向かって行財政機能を
高めるまちづくり

総合計画 基本目標
まちづくりに市民と行政が共に
取り組むまち 政策 5-4

目

的

　公共施設その他まちづくりに資する施設の整備財源に充てるために積み立てているまちづくり
基金を適正に管理・運用する。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

【補正理由】
　下内田地区河川防災ステーション整備事業における市有地売却代相当額の内、旧小笠支所
南倉庫解体工事費相当額を除した額をまちづくり基金に積む。

　・　まちづくり基金積立金　　　54,722千円

（参考）
　市有地売却代　62,734,680円・・・①
　旧小笠支所南倉庫解体工事費相当額　8,013,000円・・・②
　①－②＝54,721,680円

主
な
補
正
財
源

 

 

 

 

54,723

今回補正額 54,722

補正後 0 0 0 83

1

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 83

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

54,722 千円 84 千円 54,806 千円　／65145.2%

予算 総務費 総務管理費 財政管理費

事業 102025 まちづくり基金費

財政課 新規事業

予算書
ページ

13  所管部局
企画財政部 重点事業

－2－



補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

2 款 1 項 5 目

5

小笠市民課 新規事業 ○

予算書
ページ

13  所管部局
生活環境部 重点事業

予算 総務費 総務管理費 財産管理費

事業 102041 旧小笠支所整備事業費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

8,013 千円 0 千円 8,013 千円　／ 皆増

0

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前

8,013

今回補正額 8,013

補正後 0 0 0 0

 

 

目

的
　老朽化が進み機能維持が困難となった旧小笠支所南倉庫の解体を行う。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

【補正理由】
　平成31年３月31日の強風により、旧小笠支所南倉庫の屋根がめくれ上がり、近隣住宅に被害
を及ぼす可能性のあった事象が発生した。このため、緊急的な修繕を実施したが、当該建物は
老朽化が進んでおり、今後も台風等による強風で破損した躯体の一部が飛散する可能性が高
い状況にあるため、速やかに解体することにより被害の発生防止を図る。

【補正概要】
　旧小笠支所南倉庫解体工事　8,013千円

主
な
補
正
財
源

 

 

未来に向かって行財政機能を
高めるまちづくり

総合計画 基本目標
まちづくりに市民と行政が共に
取り組むまち 政策 5-4

－3－



補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

3 款 1 項 1 目

【補正理由】

【補正概要等】

○対象者見込人数

低所得者　6,900人

子育て世帯　1,600人（300人の増）

(1) 職員手当等

375,000円（執行見込額）－0円（予算額）＝375,000円（補正額）

(2) 旅費

8,000円（執行見込額）－16,000円（予算額）＝▲8,000円（補正額）

予算 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事業 103091 プレミアム付商品券事業費

予算書
ページ

13 所管部局
健康福祉部 重点事業

福祉課 新規事業

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

9,419 千円 56,054 千円 65,473 千円　／ 16.8%

補正前 56,054 0

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正後 65,473 0 0 0 0

今回補正額 9,419 0

 

 

主
な
補
正
財
源

国庫補助金 プレミアム付商品券事業費補助金 2,500 千円

国庫補助金 プレミアム付商品券事務費補助金 6,919 千円

目

的

　消費税率の10％への引上げが低所得者・子育て世帯（０～２歳児）の消費に与える影響を緩和
するとともに、地域における消費を喚起・下支えすることを目的として、販売するプレミアム付商品
券の実施に係る諸費用を計上する。
　２万５千円分の商品券を２万円で販売する。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等
　

１
頁
／
２
頁

　プレミアム付商品券事業の対象者のうち、対象となる子育て世帯が拡大されたことによる対象
者の増及び制度の詳細が示されたことに伴う予算組み替えにより、増額補正するもの。

 拡大前
　　①2019年６月１日時点の住民のうち、2016年４月２日から６月１日までの間に生まれた子が
　　　属する世帯の世帯主。
 拡大後
　　①2019年６月１日時点の住民のうち、2016年４月２日から６月１日までの間に生まれた子が
　　　属する世帯の世帯主。
　　②2019年７月31日時点の住民のうち、2019年６月２日から７月31日までの間に生まれた子が
　　　属する世帯の世帯主。
　　③2019年９月30日時点の住民のうち、2019年８月１日から９月30日までの間に生まれた子が
　　　属する世帯の世帯主。

－4－



補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

3 款 1 項 1 目

(3) 需用費（チラシ、申請書、封筒の作成費他）

683,000円（執行見込額）－2,990,000円（予算額）＝▲2,307,000円（補正額）

(4) 役務費（郵送料）

4,055,000円（執行見込額）－3,112,000円(予算額）＝943,000円（補正額）

(5) 委託料（商品券販売業務委託料、商品券発行・換金業務委託料）

17,852,000円（執行見込額)－9,616,000円（予算額）＝8,236,000円（補正額）

(6) 使用料及び賃借料（ＯＡ機器借上料）

0円（執行見込額）－320,000円（予算額）＝▲320,000円（補正額）

(7) 負担金、補助及び交付金

42,500,000円（執行見込額）－40,000,000円(予算額）＝2,500,000円（補正額）

2

予算書
ページ

13  所管部局
健康福祉部

予算 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事業 103091 プレミアム付商品券事業費 (2頁/2頁)

重点事業

福祉課 新規事業

総合計画 基本目標
健康で元気に暮らせるま
ち

政策 2-3
地域のなかで、互いに支え合う
まちづくり

補
正
理
由
・
事
業
概
要
等
　
　
２
頁
／
２
頁
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

3 款 1 項 2 目

【補正理由】

【補正概要等】

16.2.8.1.2緊急地震・津波対策等交付金から16.2.8.1.3地震・津波対策等減災交付金に組み替え

2

福祉課 新規事業

予算書
ページ

14  所管部局
健康福祉部 重点事業

予算 民生費 社会福祉費 障害者福祉費

事業 103026 障害者支援事業費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

0 千円 99,460 千円 99,460 千円　／ 0.0%

48,226

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 41,695 9,539

48,240

今回補正額 ▲ 14 14

補正後 0 41,681 0 9,539

主
な
補
正
財
源

県支出金 緊急地震・津波対策等交付金 ▲ 41 千円

県支出金 地震・津波対策等減災交付金 27 千円

 

 

目

的

　心身障害者が日常生活を営むために必要な経費の助成や重度の障がいのある方に医療費の
補助を行い生活の安定を図る。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

主な財源である県支出金の制度変更に伴い、交付金の名称が変更になったため、財源組替えを
行う。

障がいのある人が地域のなかで、
安心して暮らすことができるまち
づくり

総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち 政策 2-4
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

3 款 1 項 6 目

【補正理由】

【補正概要等】

○介護保険特別会計低所得者保険料軽減繰出金 10,266千円

国負担（50％） 5,133,000円

県負担（25％） 2,566,500円

市負担（25％） 2,566,500円

○介護保険特別会計予防事業費繰出金　　9千円

必要見込額×市負担率＝補正額

71,000円×0.125≒9,000円

2

長寿介護課 新規事業

予算書
ページ

14  所管部局
健康福祉部 重点事業

予算 民生費 社会福祉費 介護保険推進費

事業 103040 介護保険推進費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

10,275 千円 504,789 千円 515,064 千円　／ 2.0%

483,196

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 1,491 1,165 18,937

485,772

今回補正額 5,133 2,566 0 2,576

補正後 6,624 3,731 0 18,937

主
な
補
正
財
源

国庫支出金 低所得者保険料軽減負担金 5,133 千円

県支出金 低所得者保険料軽減負担金 2,566 千円

 

 

目

的

　介護保険事業を適正に実施するための費用・経費・負担金等の支出。
　介護保険事業計画等推進委員会委員報酬、介護保険システムの保守等経費、債権管理シス
テムの導入経費、介護予防プラン作成のための委託料、介護保険事業（給付費・事務費・地域
支援事業・低所得者保険料軽減）にかかる特別会計への繰出金等の支出を行う。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　低所得者軽減の完全実施による介護保険料減額に伴う公費負担増額のため介護保険特別会
計低所得者保険料軽減繰出金の増額。
　介護予防事業費の増額に伴う介護保険特別会計介護予防事業費繰出金の増額。

高齢者が元気にいきいきと暮ら
せるまちづくり

総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち 政策 2-2
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

6 款 1 項 3 目

【補正理由】

【補正概要等】

○補助金

　(1)トマト集出荷場貯蔵施設整備事業費補助金　　16,880千円

事業費

国補助金

３市補助金

ＪＡ自己負担

3

　JA遠州夢咲農業協同組合がトマト選果場の老朽化に伴い実施する設備更新事業に対し、平
成31年３月８日にJAから管内３市（菊川市、掛川市、御前崎市）による補助の要望を受けた。当
該施設は市内のトマト農家の大半が利用しており、今回の設備更新により選果に係る処理能力
が向上し、出荷量が増えることでトマト農家の所得向上が期待できるため、補助を行うこととしたこ
とによる増額

16,880 千円

内
訳

180,600,000円

420,000,000円

199,500,000円

39,900,000円

農林課 新規事業

予算書
ページ

15  所管部局
建設経済部 重点事業

予算 農林水産業費 農業費 農業振興費

事業 106011 後継者育成推進費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

16,880 千円 205,812 千円 222,692 千円　／ 8.2%

0 0

205,812

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前

16,880今回補正額

 

222,692

 

 

補正後 0 0

主
な
補
正
財
源

農業振興と次世代農業モデル
を推進するまちづくり

総合計画 基本目標 活気にあふれ地域の良さを伸ばすまち 政策 3-1

目

的

　新規就農者及び多様な経営体が経営規模の拡大や経営の多角化を図っていくために必要な
農業用施設整備等の経費を支援し、農業後継者の育成を図る。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

6 款 2 項 2 目

【補正理由】

　農道舗装のひび割れにより、通行に危険な状態となっているため、これを解消する地元施工

工事への原材料支給を行う。

　ため池への転落防止を図るため、注意看板を支給する。

○原材料費

　①上倉沢地区　原材料支給 円

農道補修用生コン、型枠　他

　②森地区　原材料支給 円

注意看板　３枚

③今後見込み分　原材料支給 円

3

農林課 新規事業

予算書
ページ

15  所管部局
建設経済部 重点事業

予算 農林水産業費 農地費 土地改良整備事業費

事業 106026 土地改良補助事業費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

166 千円 60,431 千円 60,597 千円　／ 0.3%

38,152

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 22,279

38,318

今回補正額 166

補正後 0 22,279 0 0

 

 

 

 

主
な
補
正
財
源

農業振興と次世代農業モデル
を推進するまちづくり

目

的

　地元自治会及び受益者団体が実施する各種土地改良事業を支援し、農業生産基盤である優
良農地を確保することにより生産性の向上及び、農用地の有効利用を促進するとともに、農地の
持つ多面的機能を維持保全する。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

166 千円

61,817

32,400

71,280

総合計画 基本目標
活気にあふれ地域の良さを伸
ばすまち 政策 3-1
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

6 款 3 項 3 目

【補正理由】

【補正概要等】

○委託料

(１) 市有地管理作業委託料　　1,988千円

(２) 森林経営管理業務委託料　　959千円

4

農林課 新規事業 ○

予算書
ページ

16  所管部局
建設経済部 重点事業

予算 農林水産業費 林業費 造林事業費

事業 106040 森林整備費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

2,947 千円 0 千円 2,947 千円　／ 皆増

0

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前

2,947

今回補正額 2,947

補正後 0 0 0 0

主
な
補
正
財
源

 

 

 

 

を意欲と能力のある林業経営者に集積・集約化するとともに、それができない森林の経営管

目

的

　間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進を
図ることにより、温室効果ガスの排出量削減や災害防止を図る。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律が平成31年３月29日に公布され、本年度から
県及び市町村に対し森林環境譲与税が配分されることに伴い、森林環境譲与税を活用した森
林整備を実施することによる増額。

2,947 千円

棚草地区で静岡県が実施予定の森の力再生事業の区域内に市有林が含まれており、市

有林は森の力再生事業の整備対象外となるが、市有林も含めて一体的に整備しなければ

事業効果が薄いことから、森の力再生事業に合わせて市で当該市有林の整備を実施する。

森林経営管理法が平成31年４月１日に施行され、適切な経営管理が行われていない森林

理を市町村が行うことができるようになった。今後、同法に基づく経営管理を進めるにあたり、

対象とする森林や年次別の整備計画を定めておく必要があるため、当該計画を作成する。

総合計画 基本目標
快適な環境で安心して暮らせ
るまち 政策 4-4

豊かな自然や住みよい環境を
未来へつなぐまちづくり
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

8 款 2 項 2 目

【補正理由】

【補正概要等】

○委託料　133,660千円　増額

・橋梁補修設計及びＰＣＢ調査費　18橋

・橋梁点検Ⅲ評価による橋梁補修設計　３橋

○請負工事費　18,706千円　増額

・向上橋橋梁補修工事（富田）

・東ノ谷１号線１号橋橋梁補修工事（富田）

4

予算書
ページ

16  所管部局
建設経済部 重点事業 ○

建設課 新規事業

千円　／ 41.3%

予算 土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

事業 108054 社会資本整備総合交付金事業道路橋梁長寿命化

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

152,366 千円 368,569 千円 520,935

▲ 6,621今回補正額 85,187 73,800

一般財源

補正前 195,355 111,800 61,414

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

54,793

73,800 千円

 

補正後 280,542 0 185,600 0

道路橋梁長寿命化事業社会資本整備総合交付金 85,187 千円

市債

 

　国は平成31年度社会資本総合整備事業において、防災・減災・国土強靭化のため、３カ年緊
急対策の確実な実施に必要な予算を編成し、本市にも重点的に配分されました。このことを受け
橋梁の補修設計・補修工事について、来年度以降計画していた事業を本年度施行することによ
り、施設の長寿命化に加え防災力の強化を図るための増額。

国庫支出金

道路橋梁長寿命化整備事業債

主
な
補
正
財
源

良好な住環境や道路・公園を
次世代に引き継ぐまちづくり

総合計画 基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち 政策 4-5

目

的

　市が管理する道路施設(橋梁、トンネル、舗装、法面等、道路付属物)について、現状を把握
（点検）、健全性を判定（診断）、措置（対策工事や監視）を実施し道路施設の長寿命化を進める
とともに、市内道路ネットワークの維持と道路利用者及び第三者被害の防止を図る。
　高度経済成長期以降に整備された道路施設は、今後、更新･改修の時期を迎えることとなる
が、土木関連予算が減少傾向にある厳しい財政状況下において、道路交通の安全性を確保す
るためには、定期的な点検と点検結果に基づく現況を把握し、劣化の的確な予測を立て予防的
な対策を行うことで、今後増大する維持修繕費用の縮減と平準化を図る。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

9 款 1 項 1 目

【補正理由】

4

消防署 新規事業

予算書
ページ

16  所管部局
消防本部 重点事業

予算 消防費 消防費 常備消防費

事業 109032 消防救助活動事業費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

0 千円 2,746 千円 2,746 千円　／ 0.0%

2,496

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 250

2,496

今回補正額 0 0

補正後 0 250 0 0

主
な
補
正
財
源

県支出金 緊急地震・津波対策等交付金 ▲ 250 千円

県支出金 地震・津波対策等減災交付金 250 千円

 

 

目

的

　資機材の保守及び装備の充実を推進し、災害に強い安心・安全なまつづくりに取り組むととも
に、災害時における迅速かつ的確な活動を行うため、消防訓練を実施し、職員の資質向上を図
る。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　交付金交付要綱の新制度により、交付金名称が変更となったため。

消防力を高めるまちづくり総合計画 基本目標
快適な環境で安心して暮らせ
るまち 政策 4-3
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

9 款 1 項 2 目

【補正理由】

【補正概要等】

　(1) 補助率変更に伴う交付金減額対象

・防塵マスク　25,920円

・耐火、耐切創性手袋　213,840円

・防塵めがね　194,400円 計　434,160円

　　①地震・津波対策等減災交付金の補助率　1/2 → 1/3

変更前交付金　434,160×1/2≒217,000

変更後交付金　434,160×1/3≒144,000 ▲73千円

　　②静岡県市町村振興協会地震・津波対策交付金の補助率　1/6 → 1/9

変更前交付金　434,160×1/6≒72,000

変更後交付金　434,160×1/9≒48,000 ▲24千円

　(2) 公務災害補償費　28千円

4

消防総務課 新規事業

予算書
ページ

16  所管部局
消防本部 重点事業

予算 消防費 消防費 非常備消防費

事業 109007 消防団運営費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

28 千円 36,630 千円 36,658 千円　／ 0.1%

27,897

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 286 8,447

27,998

今回補正額 ▲ 73 0 101

補正後 0 213 0 8,447

千円

諸収入 静岡県市町村振興協会地震・津波対策交付金 ▲ 24 千円

目

的
　消防団の運営及び消防団員の身分を保障し、円滑な消防団活動を図る。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　交付金交付要綱の新制度による、交付金名称の変更及び補助率の変更に伴う交付金の減
額。
　また、消防団員の公務災害発生による補償費の増額。

主
な
補
正
財
源

県支出金 緊急地震・津波対策等交付金 ▲ 286 千円

県支出金 地震・津波対策等減災交付金 213 千円

諸収入 消防団員公務災害補償費 24

消防力を高めるまちづくり総合計画 基本目標
快適な環境で安心して暮らせ
るまち 政策 4-3
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

9 款 1 項 3 目

【補正理由】

【補正概要等】

4

○

警防課 新規事業

予算書
ページ

17  所管部局
消防本部 重点事業

予算 消防費 消防費 消防施設費

事業 109014 消防自動車等整備事業費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

0 千円 55,418 千円 55,418 千円　／ 0.0%

36,891

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 127 18,400

26,891

今回補正額 10,000 ▲ 10,000

補正後 0 10,127 18,400 0

 

 

千円

県支出金 地震・津波対策等減災交付金 10,127 千円

(1) 16.2.8.1.2緊急地震・津波対策等交付金から16.2.8.1.3地震・津波対策等減災交付
　金に組み替え

(2) 地震・津波対策等減災交付金審査会事業の対象となったことによる財源の組み替え
　・対象事業　高規格救急自動車(救急菊川１）更新整備事業
　　　　　　　35,781千円（自動車購入費23,680千円＋資機材購入費12,101千円）
　・補助率　事業費の１/３（上限額10,000千円）

主
な
補
正
財
源

県支出金 緊急地震・津波対策交付金 ▲ 127

消防力を高めるまちづくり総合計画 基本目標
快適な環境で安心して暮らせ
るまち 政策 4-3

目

的

　多種多様化する火災、救急、救助等の災害に備え、災害発生時に活用するための緊急
車両の更新整備を行い、消防力の充実・強化を図る。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　主な財源である県支出金の制度、名称変更及び規格救急自動車(救急菊川１）更新整備
事業の車両・資機材整備費が、地震・津波対策等減災交付金審査会事業の対象となった
ことにより、財源の組み替えを行なう。
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

9 款 1 項 4 目

【補正理由】

河川防災ステーション設計業務委託

【補正概要等】

　○水防センター（水防倉庫・会議室）の実施設計建設

4

危機管理課 新規事業

予算書
ページ

17  所管部局
危機管理部 重点事業

予算 消防費 消防費 水防費

事業 109018 水防施設整備事業費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

3,306 千円 855 千円 4,161 千円　／ 386.7%

855

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 0 0 0 0

3,306

補正後 0 0

 

0 0 4,161

今回補正額 0 0 0 0

 

主
な
補
正
財
源

 

  　　・設計業務委託料　　　3,306千円

　当初、国が市施設分設計業務を国施設と併せて発注し、国に対して、負担金を
支払うこととしていたが、国が市施設分設計業務を受託することが出来なくなったた
め、業務を実施するため必要な費用を予算化する。

 

目

的

　国土交通省が菊川水系を対象とする復旧活動の拠点として、おおぞら農村公園の敷地を買い
上げて整備を予定する河川防災ステーションの敷地内に、平成32年度内の竣工を目標として市
の水防活動拠点とするための水防センター及びグラウンド利用者と水防センター兼用トイレの整
備を進める。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

防災力を高めるまちづくり総合計画 基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち 政策 4-1
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

9 款 1 項 5 目

【補正理由】

4

0

0 0

千円

4,733

補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

4,753
一般財源地方債

4,733

地震・津波対策等減災交付金 千円20

 

重点事業

新規事業

0.0%千円　／

地震防災対策推進費

県支出金 緊急地震・津波対策等交付金

県支出金

補正後

今回補正額

防災力を高めるまちづくり

県支出金財源内訳

20補正前

　県交付金の変更に伴う財源組み替え。

4-1

　自主防災会を対象とした説明会の開催、地震災害に備えた情報伝達手段の確保及び災害時
に必要となる保険契約を行うことにより、防災力の向上及び危機管理体制の整備を推進する。

千円

 

△20

防災対策費

基本目標

消防費

政策

その他国庫支出金

4,7530 千円

快適な環境で安心して暮らせるまち総合計画

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

目

的

主
な
補
正
財
源

 所管部局
危機管理部

危機管理課

109023

補正要求額 補正前予算額

予算書
ページ

予算

事業

消防費

17

0 20
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

9 款 1 項 5 目

【補正理由】

4 防災力を高めるまちづくり

緊急地震・津波対策等交付金 △10,989 千円

 

総合計画 基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち 政策 4-1

主
な
補
正
財
源

県支出金 地震・津波対策等減災交付金 10,754 千円

諸収入 静岡県市町村振興協会地震・津波対策交付金 △71

県支出金

千円

目

的

　災害に強いまちづくりのため、防災知識の取得及び防災意識の向上のための情報発信を行う
とともに、備蓄食料の更新及び市・地域の防災資機材整備を進め、市、地域及び市民の全ての
防災力向上を図る。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　県交付金の変更及び補助率の変更に伴う財源組み替え。

今回補正額 ▲ 235 ▲ 71

10,989 1,213

22,733

306

22,427

補正後 0 10,754 0 1,142

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前

危機管理課 新規事業

予算書
ページ

17  所管部局
危機管理部 重点事業

予算 消防費 消防費 防災対策費

事業 109024 大規模地震対策等総合支援事業費

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

千円　／ 0.0%0 千円 34,629 千円 34,629
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

9 款 1 項 5 目

【補正理由】

4 防災力を高めるまちづくり総合計画 基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち 政策 4-1

地震・津波対策等減災交付金 225

　県交付金の変更に伴う財源組み替え。

千円

県支出金 緊急地震・津波対策等交付金 △225 千円

 

 

目

的

　防災に関する知識を高めまた、防災に対する意識の向上を図ることを目的とし、大人から子供
まで、誰もが気軽に参加できるイベント及び講演会を開催する。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

主
な
補
正
財
源

県支出金

0

補正後 0 225 0 479

今回補正額

221

221

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 225 479

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

0 千円 925 千円 925 千円　／ 0.0%

予算 消防費 消防費 防災対策費

事業 109040 防災啓発事業費

危機管理課 新規事業

予算書
ページ

17  所管部局
危機管理部 重点事業
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

9 款 1 項 5 目

【補正理由】

4 防災力を高めるまちづくり総合計画 基本目標 快適な環境で安心して暮らせるまち 政策 4-1

地震・津波対策等減災交付金 1,814

　県交付金の変更に伴う財源組み替え。

千円

県支出金 緊急地震・津波対策等交付金 △1,814 千円

 

 

目

的

　南海トラフ巨大地震等災害に備えるため、防災資機材・非常用飲食料等の備蓄を拡充するた
めの基盤整備を進める。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

主
な
補
正
財
源

県支出金

0

補正後 0 1,814 3,600 0

今回補正額

29

29

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 1,814 3,600

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

0 千円 5,443 千円 5,443 千円　／ 0.0%

予算 消防費 消防費 防災対策費

事業 109041 防災施設等整備事業費

危機管理課 新規事業

予算書
ページ

17  所管部局
危機管理部 重点事業
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

10 款 2 項 1 目

【補正理由】

【補正概要等】

1
安全・安心な教育環境が整っ
たまちづくり

総合計画 基本目標 子どもがいきいき育つまち 政策 1-3

主
な
補
正
財
源

県支出金 地震・津波対策等減災交付金 1,400 千円

県支出金 緊急地震・津波対策交付金 ▲ 2,100

諸収入 静岡県市町村振興協会地震・津波対策交付金 ▲ 234 千円

 

16.2.8.1.2緊急地震・津波対策等交付金から16.2.8.1.3地震・津波対策等減災交付金に組み替え

目

的

　県費補助を活用し、経年劣化した飛散防止フィルムを計画的に更新し、地震時においてガラス
の飛散により小学校利用者の被害を未然に防ぐことを目的とする。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　主な財源である県支出金の制度変更に伴い、交付金の名称が変更になったため、財源組み
替えを行う。

▲ 700 ▲ 234 934

補正後 0 1,400 0 466

千円

1,450

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 2,100 700

2,384

今回補正額

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

0 千円 4,250 千円 4,250 千円　／ 0.0%

予算 教育費 小学校費 学校管理費

事業 110030 県費補助小学校施設整備事業費

教育総務課 新規事業

予算書
ページ

17  所管部局
教育文化部 重点事業
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

10 款 2 項 2 目

【補正理由】

○ 委託料

六郷小学校の教室用パソコンの更新設定

1

予算 教育費 小学校費 教育振興費

事業 110157 総合戦略・ICT教育推進事業費（小学校費）

○

教育総務課 新規事業

予算書
ページ

17  所管部局
教育文化部 重点事業

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

93 千円 1,695 千円 1,788 千円　／ 5.5%

1,695

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前

93

補正後 0 0 0 0

今回補正額

 

1,788

総合計画

９３千円

基本目標 子どもがいきいき育つまち 政策 1-3

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

安全・安心な教育環境が整っ
たまちづくり

主
な
補
正
財
源

　３月補正予算要求後、六郷小学校３年の１クラスが増となったため、クラス減のあった他校の教
室用パソコンを六郷小学校用に更新設定を行うもの。

目

的

　小学校児童のICT教育推進事業を推進するため、タブレット端末機を更新整備し、教育環境の
充実を図る。
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補正予算説明資料 令和元年度・一般会計（補正第１号）

10 款 3 項 1 目

【補正理由】

【補正概要等】

1

主
な
補
正
財
源

県支出金

安全・安心な教育環境が整っ
たまちづくり

目

的

　県費補助を活用し、経年劣化した飛散防止フィルムを計画的に更新し、地震時においてガラス
の飛散により中学校利用者の被害を未然に防ぐことを目的とする。

補
正
理
由
・
補
正
概
要
等

　主な財源である県支出金の制度変更に伴い、交付金の名称が変更になったため、財源組み
替えを行う。

16.2.8.1.2緊急地震・津波対策等交付金から16.2.8.1.3地震・津波対策等減災交付金に組み替え

総合計画 基本目標 子どもがいきいき育つまち 政策 1-3

地震・津波対策等減災交付金 600 千円

県支出金 緊急地震・津波対策交付金 ▲ 900 千円

諸収入 静岡県市町村振興協会地震・津波対策交付金 ▲ 100 千円

 

1,050

今回補正額 ▲ 300 ▲ 100 400

補正後 0 600 0 200

650

財源内訳 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前 900 300

補正要求額 補正前予算額 補正後予算額／増減率（対補正前予算額比）

0 千円 1,850 千円 1,850 千円　／ 0.0%

予算 教育費 中学校費 学校管理費

事業 110057 県費補助中学校施設整備事業費

教育総務課 新規事業

予算書
ページ

17  所管部局
教育文化部 重点事業

－22－




